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令 和 ４ 年 度 合 同 会 議 で の
御意見への対応状況について

報告（２）
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１． 防災士アドバイザー登録制度の創設

〔意見の概要〕
防災士の資格を活かしきれていない、防災士の活躍の場がないという声を聞く。

県で防災士アドバイザー登録制度を創設いただきたい。

〔対応状況〕
令和４年９月に「熊本県防災士アドバイザー登録制度」を創設

活動内容
・ 自主防災組織等に対する地区防災計画作成の助言
・ 地域でのマイタイムライン作成講座の実施
・ 住民参加型訓練の実施支援 など

アドバイザー登録と活動の流れ
① 希望する防災士は市町村へ登録申請

↓
② 市町村から県への推薦

↓
③ 県で防災士アドバイザー研修（※）の実施及び登録

↓
④ 支援依頼のあった団体へ防災士アドバイザー
を派遣し、支援を実施

※防災士アドバイザー研修の概要
・１日目：地域の実情に応じたマイタイムラインの作成支援演習 等
・２日目：マイタイムラインを活用した住民参加型訓練の企画演習、 地区防災計画作成演習

≪防災士アドバイザーへの研修の様子≫

圏域 熊本市 宇城 上益城 菊池 鹿本 玉名

圏域合計（人） 7 9 4 7 7 2

圏域 阿蘇 八代 芦北 球磨 天草 総計

圏域合計（人） 2 4 6 1 0 49

≪登録者数（R5.3.末時点）≫
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期日 ２月16日（木）
会場 寺島公民館
対象 自主防災組織役員 22名
概要 地区防災計画作成会にあたり

山鹿市の防災士アドバイザー
が研修講師を務めた。

■事例③（山鹿市）
～地区防災計画作成研修講師～

講師：防災士アドバイザー

■事例②（御船町）
～高齢者福祉施設職員の
マイタイムライン作成研修講師～

期日 ２月13日（月）16日（木）24日（金）

会場 御船町内特養護老人ホーム
対象 高齢者福祉施設職員等 各50名
概要 マイタイムライン作成講座で

御船町の防災士アドバイザー
が研修講師を務めた。

講師：防災士アドバイザー

期日 ３月11日（土）
会場 走潟公民館
対象 自主防災組織役員 20名
概要 地区防災計画作成会にあたり

宇城市の防災士アドバイザー
が研修講師を務めた。

■事例④（宇土市）
～地区防災計画作成研修講師～

講師：防災士アドバイザー

期日 ２月５日（日）
会場 高江区公民館
対象 地域住民 20名
概要 マイタイムライン作成講座で

菊池市の防災士アドバイザー
が研修講師を務めた。

■事例①（菊池市）
～地区の防災組織の
マイタイムライン作成研修講師～

講師：防災士アドバイザー

≪令和４年度の防災士アドバイザー派遣（活動）実績≫

※上記のほか「災害と人権」研修動画（人権同和政策課）に防災士アドバイザー２名出演。

【防災士アドバイザー活動事例】

圏域 市町村 対象地区等数 対　　象 参加人数(延べ) 回　　数 派遣（活動）内容 派遣人数(延べ)

宇城 宇土市 8 自主防災組織 20名 1回 地区防災計画作成研修講師 5名

甲佐町 19 自主防災組織 57名 1回 地区防災計画作成研修講師 3名

御船町 1 施設職員等 150名 3回 マイタイムライン作成研修講師 3名

菊池 菊池市 7 自主防災組織 182名 7回 マイタイムライン作成研修講師 14名

鹿本 山鹿市 1 自主防災組織 22名 1回 地区防災計画作成研修講師 4名

ー 431名 13回 ー 29名

上益城

計
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２． マイタイムラインの有効活用に向けた仕組みの構築

〔意見の概要〕
学校現場でのマイタイムラインの有効的な活用方法、仕組みづくりを

検討していただきたい。

〔対応状況〕
＜令和4年度の主な取組＞
（１）学校現場で、担当の先生がマイタイムラインを活用した防災授業に
取り組めるよう「防災教育教材」及び「指導の手引き」を作成(※1）。
モデル授業（※2）の様子を作成した参考動画も合わせて、県教育
センターのホームページに掲載。
（※1）受託団体により防災教育モデル授業を実施し、小学生向け、

中高生向けの2パターンの教育教材を作成。
（※2）モデル授業校は20校（小8校・中6校・高4校・支援学校2校）募集。

(2)県内全ての新中学１年生へのマイタイムラインガイドブックの配布。
（参考）令和3年度には、県内全世帯及び全中学生に配布。

(3)マイタイムライン作成支援動画を制作し、ユーチューブで公開。

≪令和５年度の主な取組≫
（１）マイタイムラインを活用した防災モデル授業の実施（継続）
（２）県内全ての新中学１年生へのマイタイムラインガイドブックの配布。
（３）職場から家庭への浸透を図るための、「企業人向けマイタイムライン

作成セミナー」（仮称）の開催
マイタイムラインガイドブック

マイタイムライン作成支援動画

防災教育モデル授業の様子
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〔意見の概要〕
過去の災害では、避難所で様々な支援を受けられる人と、在宅避難のため支援を受けられな

い人がおり、その中で、地域コミュニティが構築されている集落とそうでない集落とでは、支援
に対し大きな差があった。それぞれの地域のコミュニティのあり方をもう一度見直し、災害に強
い地域づくりを推進するよう、知事にお願いしたい。

〔対応状況〕
◆子どもや高齢者、障がい者など、地域の誰もが集い、支え
合う地域の拠点「地域の縁がわ」づくりの推進・支援事業を
引き続き実施する。

① 地域の縁がわづくり取組みへの補助による活動団体
への支援
防災活動を取り入れた取組みを「＋α防災」として
特に推進

② 県内の取組事例についての意見交換会を実施し、
好事例を広く周知

縁がわ登録数（令和4年度末現在） ： ５８１
（「＋α防災」取組団体 ： ７）

◆大規模災害時に、市町村と地域の間で情報を共有し、適切な災害対応が行われるよう、
市町村と自主防災組織との連携、自主防災組織等の活動の強化、地域防災リーダーの育成な
どの充実を図る。

３．地域コミュニティの見直しによる災害に強い地域づくりの推進

【＋α防災】 きんじょりょく

防災訓練で育てるご近所同士の 「 近助力 」

球磨郡あさぎり町熊野地区
年1回の防災訓練で、近所班ごとに、安否確認の進
め方、初期消火や救助方法などを学んでいる。

5



〔意見の概要〕
熊本地震の被災者はまだ災害前の元気を取り戻していないと思うので、被災後のケアや相談でき

る仕組みがあるとよいと思う。

〔対応状況〕
被災者の方々の生活再建に向けては、安心した日常生活を支えるために、総合的な支援を行う地

域支え合いセンターが設置され、関係団体と連携して被災者の心のケアに取り組んできた。

熊本地震により設置された地域支え合いセンターの活動は終了しているが、一般福祉施策への引

継ぎを行い、切れ目のない支援を続けている。

引き続き、市町村や地域支え合いセンター、関係機関と連携して、被災者支援に取り組んでいく。

令和5年5月現在設置 ： ７市町村 （八代市、人吉市、芦北町、津奈木町、相良村、山江村、球磨村）

４．被災後のケアや相談できる仕組みの構築

① 見守り・巡回訪問
② 相談受付・専門機関等
へのつなぎ

③ コミュニティ
づくりの支援 ④ 関係機関等との連携

地域支え合いセンターの活動内容
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５．被災後のケアや相談できる仕組みの構築

〔意見の概要〕
熊本地震では、ご近所の高齢者や障がい者の方の有無や所在・名前等が分からず、 探し回って避

難させた経験がある。区長や民生委員、消防団等には地域住民の情報を提供できると、連携しやす
かった。

〔対応状況〕
自ら避難することが困難であり、特に支援が必要な高齢者や

障がい者の方については、市町村が名簿を作成しており、本人の
同意がある場合に限り、平時から、避難支援関係者（市町村が
地域防災計画等で定める消防機関、民生委員等）へ提供される。
また、当該名簿のうち、同意を得られた方に対しては、その方の

個別避難計画も作成されており、県において市町村の取り組みを
支援している。

＜これまでの取組み＞
① モデル事業として、計画作成・見直しに係るワークショップや
計画検証のための避難訓練等を県内６地区で実施（R4）

② ①を踏まえ、個別避難計画取組事例集を作成・配布
③ 避難支援体制づくりアドバイザー講師の派遣（R2～）
④ 市町村個別ヒアリングの実施（R2～）

≪令和５年度の主な取り組み（予定）≫
・取組事例集を活用した市町村等への研修会の開催
・避難支援体制づくりアドバイザー講師の派遣(継続)
・市町村個別ヒアリングの実施(継続)
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〔意見の概要〕
長期化する避難生活では、一見重要ではないと思われること（コンサートや子どもたちの学習の場 等）が
重要になってきたりする。
このため、民間とも連携してそのような取り組みの視点を持つことが重要である。

〔対応状況〕
◆熊本地震を契機として立ち上がった、災害ボランティア団体の情報共有会議「火の国会議」等を
通じて、避難所の環境改善に関して民間団体と連携を図っている。

◆熊本地震の際は益城町総合体育館、7月豪雨の際は旧多良木高校等において避難所運営のノウハウ

を有するＹＭＣＡ等の民間団体にその運営を委託し、被災自治体が連携して避難所の運営を行った。
◆県の避難所運営マニュアルにおいて、避難所スペースとは別に、子ども用のスペースとして

“子ども部屋”を含めた掲載するとともに、避難所内に整備すべき部屋や機能のチェックリスト項目

としても記載しており、市町村へ配布・周知している。

＜熊本地震：益城町総合体育館＞ ＜同左、マッサージ支援＞ ＜県避難所運営マニュアル：レイアウト例＞

引き続き、避難所の環境改善に関して市町村への周知・情報共有を図るとともに、災害時のボランティア
活動との連携強化に取り組んでいく。

６．民間と連携した取り組みの推進
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私たちは、近年の世界的な異常気象の中、平成２４年熊本広域大水害や
平成２８年熊本地震、令和２年７月豪雨と何度も大きな災害にあってきま
した。

そのたびに、混乱と戸惑いを経験しながらも、みんなで手を取り合い、
苦難に立ち向かっていきました。

この経験や教訓を次の世代に引き継ぎ、自然を守り、自然を正しく畏
（おそ）れ、ひとりひとりが取るべき行動を学び、忘れないようにすると
ともに、地域の中でつながり、防災の取組みを続けていくことが重要です。

そこで、ここに「くまもと防災宣言」を定めます。

一． ひとりひとりが、災害から自分の命を守るため、

早めの避難を心がけます

一． もしもの時に備えるため、家族や地域で話し合い

ます

一． 困っている人を支えるため、地域で声を掛け合い

ます

一． 誰一人取り残さない社会を実現するため、県民

総ぐるみで防災活動に取り組みます

さいがい

ひなん

いのち まも

はや こころ

こえ

あ

ちいきこま ひと ささ

そな はな

そう ぼうさいかつどう と く

だれひとり と のこ しゃかい じつげん

くまもと防災宣言

か

かぞく ちいき

あ

とき

けんみん

じぶん
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ひとりひとりが、災害から自分の命を守るため、
早めの避難を心がけます

もしもの時に備えるため、家族や地域で話し合い
ます

防災宣言

防災宣言 解説

（ポイント）
☞ 普段から自然に対する理解を深めるとともに、災害から自分の命を守るため、
ハザードマップを確認し、危険な場所に住んでいる方や避難に時間がかかる高齢
者の方などは早めに避難してください。

（ポイント）
☞ ご家庭や地域社会において、マイタイムラインの作成や食料等の備蓄を進める
とともに、非常時の連絡手段や集合場所・避難場所などについて事前に話し合っ
てください。

く
ま
も
と

困っている人を支えるため、地域で声を掛け合い
ます

誰一人取り残さない社会を実現するため、県民
総ぐるみで防災活動に取り組みます

（ポイント）
☞ 普段から地域のことを理解しご近所の方と声をかけ合い、災害時には自力で避
難することが難しい高齢者や障がい者の方のお手伝いをするなど、地域のつなが
りの中で災害に備え対応してください。

（ポイント）
☞ これまで何度も大きな災害を経験してきた熊本県民だからこそ、誰一人取り残
さない社会を実現するため、ひとりひとりの防災意識を高め、県民総ぐるみで防
災活動の取り組みを続けてください。
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